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「極超⾳速」対処へ衛星実験 政府が宇宙基本計画の改定案

政府の宇宙政策委員会は17⽇、宇宙基本計画の改定案を公表した。周辺国による極超⾳速滑
空兵器（HGV）を⼈⼯衛星で探知・追跡する能⼒を⾼めるための実証実験をすると記した。
検知した情報を迎撃に活⽤することを⽬指す。

現在4機の衛星で運⽤する準天頂衛星システムは機能強化のため将来的に11機に拡充すると
盛り込んだ。同システムは⽶国の全地球測位システム（GPS）を補完・補強する。

政府は2024年度内にGPSに頼らない運⽤が可能な7機体制の実現を⽬指している。

政府は22年12⽉に策定した「国家安全保障戦略」で宇宙安保の重要性を指摘した。これを踏
まえ、今回の改定案で具体的な取り組みを整理した。

基本計画は夏にも岸⽥⽂雄⾸相を本部⻑とする宇宙開発戦略本部で正式に改定する。政府は
宇宙安保に関する初の構想もとりまとめる。同構想は基本計画に反映させる。
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